
［事案 24-70］ 解約取消請求   

・平成 24年８月 10日 不受理決定 

＜事案の概要＞ 

 自分が契約者、息子を被保険者とする子供保険を、元妻が無断で解約していた。 
 また、保険料の引落し口座は、契約者である自分名義の銀行口座であるにもかかわらず、

募集人は、元妻からの申出を受けて解約返戻金振込先として被保険者口座の指定が可であ

ると案内し、その結果、元妻が実質的に解約返戻金を受け取っている。 
よって、保険会社の手続きに落ち度があることから、解約手続を無効とし、本契約を解約

前の状態に復旧することを求める。 
また、本紛争に係る全資料を申立人に開示することを求める。 

＜不受理の理由＞ 
裁定審査会では、申立内容の適格性について審査を行った結果、以下のとおり、「当事者以

外の第三者が重大な利害関係を有し、当該者の手続的保障（主張・立証の機会）が不可欠

であると認められるとき」、または「申立ての内容が、その性質上裁定を行うに適当でない

と認められるとき」に該当すると判断し、指定（外国）生命保険業務紛争解決機関「業務

規程」第 24条 第１項第６号および第９号に基づき、申立てを不受理とした。 

１．申立人の本件申立てが認められるか否かは、本契約の解約手続への申立人の承諾の有

無が重要な争点であると考えられるが、これらの事実関係を明らかにするためには、

申立人、募集人に加え第三者である申立人の妻の事情聴取等によらざるを得ない。当

審査会は裁判外紛争解決機関であるため、第三者の証人尋問を求める権限はなく、ま

た、当事者の反対尋問の機会等の手続もないことから、当審査会において事実関係を

明らかにすることは困難である。 

２．仮に本申立てが認められた場合、解約返戻金を取得した申立人の元妻は、保険会社よ

り解約返戻金の返還を求められる立場にあることから、裁定の結果に重大な利害関係

を有しているが、当審査会においては、第三者の権利を手続的に保障する制度がない

ことから、当審査会において事実関係を明らかにすることは困難である。 

３．上記より、本件については、当審査会において判断するよりも裁判所における訴訟手

続に従うことが妥当であり、厳密な証拠調べの手続をもたない当審査会において裁定

を行うには適当でない。 

４．当審査会は、保険契約者等の保険契約上の具体的な権利が侵害された場合にこれを救

済するための裁判外紛争解決機関であり、事案の審理に必要と認められる場合には、

当審査会より保険会社に資料の提出等を求めることはあるが、事案の審理と関係なく

資料等の提示を命じる機関ではない。 

 

 


